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　工学研究科に所属する私が心理学を活用すること
になったキッカケは 2001 年に遡ります。当時、日
本では米国とは異なり、なかなかベンチャービジネ
スの創出や効果的な産学連携や異分野連携が実行さ
れないということが問題視されていました。私も研
究開発プロジェクトを通じて産学連携に携わってい
ましたが、何が成功のポイントで何が上手くいかな
いポイントなのかが分かりませんでした。よくシリ
コンバレーとの比較で原因とされていました政府の
支援体制など政策的な問題だけでなく、日本の文化、
教育システムにも大きな原因があるのではないかと
思ってはおりましたが、明確な回答を得るには至っ
ておりませんでした。2001 年 1 月に偶々飛行機の
中で心理学者（サンフランシスコ州立大学・田中万
里子名誉教授）に出会い、「トラウマ（Trauma、心
的外傷）」が日本の問題の多くに関係しているとい
うことや、トラウマは心理学的に解消できるという
お話を聞きました。一般的にトラウマは、交通事故
や凶悪犯罪など非日常的な、特殊な状況に直面した
時に受ける「心理的ショック」と考えられています
が、日常の生活の中での「怒られた」や「嘲笑された」
など、一見軽い出来事でもトラウマになることがあ
るといわれています。特に幼少期には、些細な出来
事が、子供にとって大きな心の傷として残り、「自
分は駄目な人間だ」、「好きなことをしたら怒られる」
などの思い込みが形成されやすいそうです。このよ
うなトラウマが大きく残っていると、創造性や自主
性、挑戦心が抑制され、コミュニケーション能力も
低下することに繋がるようです。
　2001 年 5 月、田中先生に大阪大学工学部で「新
しい心理学・素晴らしい現実を築くための癒やし」
という演題の講演会をして頂きましたところ、会場
は満席となり、さらに講演後の質疑応答が 1 時間以
上にも及ぶという大盛況でした。さらに、私自身が

トラウマ解消のカウンセリングを受けましたとこ
ろ、家内が驚くほど私のトラウマが取れておりまし
た。この即効性があって、役に立つ心理学は、産学
連携やベンチャー創出をはじめ、多くの「日本の問
題点」を解決できるのではないかと思い、大阪大学
工学部で「心理学的アプローチによるベンチャー企
業創成」プロジェクトを開始しました。
　例えば異分野連携プロジェクトでの議論の際、「自
分は駄目だ」という思い込みが強いと、相手の言っ
ていることが分からない場合や同意できない場合
に、「分からない」、「そうは思わない」と言えないケー
スが増えてきます。ここで「専門ではないので知ら
なくて当然だ」、「妥協したら後で問題だ」と思えれ
ば、良い議論が続きます。多くの方も、「それは当
然で、良く分かっている」と思われるかと思います。
しかし、トラウマがあると無意識のうちに楽な方を
選んでしまいます。「右を選べば 100％」で「左は
0％」のように、大きな差があれば、十分に考えて
100％を選ぶことができます。一方、「右が 101％」
で「左が 99％」のように判断が難しい場合、トラ
ウマがあると、自分にとって楽な方を選んでしまう
ようです。その差はわずかですが、（1.01）の n 乗
と（0.99）の n 乗のように、n が大きくなれば（議
論が長引けば）、最後は無限大とゼロの両極に分か
れてしまいます。このようなわずかな差がコミュニ
ケーションの良し悪しに繋がります。
　この心理学的なアプローチを、異分野連携による
タンパク質結晶化プロジェクトで活用しましたとこ
ろ、人と人とのコミュニケーションを円滑化し、プ
ロジェクトを活性化するのに効果的でした。現在、
大阪大学で実施しています GaN 結晶に関する産学
連携プロジェクトや社会人基礎力向上プロジェクト
でも、カウンセラーの方に常駐してもらう等、色々
と工夫をしながら心理学的なアプローチを活用して
います。

（参考）
「【創晶】産学連携の失敗リスクを排除「心理療法」
で異分野連携促進」
http://itpro.nikkeibp.co.jp/article/COLUMN/20070
110/258351/?ST=enterprise　
著者連絡先：mori.yusuke@eei.eng.osaka-u.ac.jp
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１．金属系材料の製造及び利用に関する研究開発
（寄附行為第４条第１号関係）

　主な継続プロジェクトの研究開発について、プロジェ
クト概要を表 1 に示す。国等からの受託研究が終了した
テーマについては、必要に応じ、継続研究及びフォロー
アップを進める。

　また、会員企業、大学、関係企業・機関との共同研究、
会員企業等への研究支援等を積極的に進めるとともに、
国等の研究開発プロジェクトを支援する。
　さらに、平成 22 年度及び平成 23 年度以降の新規案件
テーマへの提案応募、企画提案を積極的に行う。
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２．金属系材料の製造及び利用に関する調査研究
（寄附行為第４条第２号関係）

　金属材料の製造・利用技術に関するニーズ・シーズの
マッチング等の調査研究の推進及びそれを基にした研究

開発テーマの提案を行う。また、金属系材料の知的基盤
構築に向けた調査研究の推進及び産学官連携テーマ強化
のための調査研究の推進を行う。

JRCM NEWS No.284

表 1 の続き
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３．金属系材料の製造及び利用に関する情報の収集及び
提供                         　　　  （寄附行為第４条第３号関係）
  金属系材料の製造及び利用に関する情報の収集及び提
供について、次の活動に取り組む。
(a) 情報収集や提供
　各種データベースの提供を通して、国の施策や情報を
賛助会員等企業や大学等教官に提供し、産・学双方向の
情報収集や提供を行うことにより産学官の連携強化を図
る。
(b) データベースの提供
　インターネットのホームページでの最新の情報の提供、

「ナノテム技術・ナノテム企業情報デ－タベ－ス」等各種
デ－タベ－スを提供して行く。
４．金属系材料の製造及び利用に関する啓蒙及び普及

                               （寄附行為第４条第４号関係）
　金属系材料の製造及び利用拡大を目的とした啓蒙及び
普及活動について、次の活動を実施するとともに、研究
開発成果、特許等の管理・利用・普及行う。
(a) 広報誌「JRCM NEWS」の発行
　研究開発や調査研究等の研究進捗、海外調査及びシン
ポジウム等、JRCM の活動状況を幅広く紹介する広報誌

「JRCM NEWS」を毎月定期的に発行し、賛助会員会社を
はじめ官公庁、大学や関係機関に配布する。また、JRCM
ホームページに掲載し広く提供していく。
(b) インターネットホームページの活用
　JRCM インターネットのホームページでは、各種デー
タベースの掲載等の充実に努めることとしており、とり
わけ JRCM からのお知らせや関連情報等掲載内容につい
ては、常に最新の情報を掲載し、ホームページを活用し
ての情報発信を行なう。
(c) シンポジウム活動
　金属技術の普及のため、各種のシンポジウムを開催し、
また、金属技術関係の学会等とともにシンポジウムを協
賛していく。
(d) 金属系技術人材の育成活動
　当センターとして、これまでインターンシップ事業、
アルミ産業中核人材育成事業、鉄鋼技術産学連携パート
ナーシップ事業等を通じて人材育成活動を実施してきた
が、今後とも、金属系技術人材の育成活動を実施していく。
５．金属系材料の製造及び利用に関する国際交流

（寄附行為第４条５号関係）
　JRCM の研究開発成果の発表や関連する海外の研究開
発の調査を各プロジェクトにおいて実施する。また、海
外の関係諸機関・企業等との交流を図る。
(a) 関係諸機関等との交流、規格・標準化活動
　  革新的製銑プロセスの先導的研究プロジェクトにお

いては、製鉄プロセスにおける中長期的な省エネルギー
問題への取り組みに係わる意見交換を諸外国鉄鋼業に属
す研究機関・大学との間で実施する。
　平成 16 年度で終了した基準認証研究開発事業「鉄鋼
材料の破壊靭性評価手順の標準化」の成果に基づき、日
本から ISO に規格制定を提案してきたところ、平成 21
年度に正式に ISO 規格として制定された。今後、同規格
のフォローアップ作業を継続して実施してする。
　また、CO ２ガスの輸送、貯蔵のためのパイプ用の規格・
標準作成のための活動を実施する。
６．内外の関係機関、団体との連携と協調

（寄附行為第４条第６号関係）
　積極的に、大学・学協会及び内外の研究開発実施機関、
金属関係諸機関と連携及び協調を図っていく。
(a) 各プロジェクトにおける各機関との連携と協調
    現在、実施中の研究開発プロジェクトにおいて名古屋
大学、大阪大学、豊橋技術科学大学、九州大学、九州工
業大学、東京工業大学、東北大学、京都大学、福井大学、
名城大学、東京大学、（独）産業技術総合研究所、関係企
業等と今後とも連携を図っていく。また、各プロジェク
トにおいて、各大学、関係研究機関等との共同研究を積
極的に進める。
(b) 金属関係諸機関との連携と協調
　( 社 ) 日本鉄鋼協会、( 社 ) 日本金属学会、( 社 ) 日本塑
性加工学会等の学術団体及び、( 社 ) 日本鉄鋼連盟や ( 社 )
日本アルミニウム協会等の業界団体等、NPO・LED 照明
推進協議会、NPO・東大環境マネジメント工学センター、
新素材関連団体等の諸機関と緊密に連帯をとり、これら
機関と積極的に協調し、種々の活動に参画する。また、
その他の NPO、学会、関連機関、関係企業等について、
当財団の活動目的に合致する場合には、積極的に共同で
の活動を進めるとともに、必要に応じ支援を行う。
(C) 新素材関連団体連絡会
　 定期的に行っている新素材関連団体連絡会において、
( 社 ) ニューガラスフォーラム、( 財 ) ファインセラミッ
クスセンター、( 社 ) 日本ファインセラミックス協会、( 財 )
大阪科学技術センター附属ニュ－マテリアルセンター及
び ( 財 ) 化学技術戦略推進機構と新材料に関する情報や
意見交換を行う。
７．その他本財団の目的を達成するために必要な事業

（寄附行為第４条７号関係）
　平成 21 年度に終了した受託研究事業について、各委
託元等における研究成果の評価作業に対応していく。ま
た、20 年度以前に終了したプロジェクトの成果を広く普
及させ実用化を図るために、継続研究、開発技術の実用
化等のフォローアップに努める。


